
第1回 熊本市自殺対策連絡協議会

こころの健康センター

令和５年６月２８日
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• 自殺の状況（２０２２年）について

• 自殺総合対策計画の改定について
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１ 自殺の状況（２０２２年）
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自殺者数と自殺死亡率の推移

• 全国では、令和４年の自殺者数は２１，８８１人で、対前年比８７４人増。

• 熊本市では、令和４年の自殺者数は、１２１人で、対前年比２１人増。

• 熊本市の自殺死亡率（10万人あたりの自殺者数）は、令和４年が１６．５人。令和３年より２．９人増。

【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）
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全国 熊本市



• 全国では、１２年ぶりに男性の自殺者数が増加。女性は増加傾向である。

• 熊本市では、男女ともに自殺者数が増加。

【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）
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全国 熊本市

自殺者数の年次推移（男女別）



• 全国では、５０歳代の自殺者数が最も多く、次いで４０歳代が多い。

• 熊本市は、３０歳代の自殺者が最も多い。また、３９歳以下の若年層では、過去５年平均比で１００％を超えて
おり、前年と同様、増加傾向である。

• 熊本市では、令和３年と比較し、３０歳代、６０歳代、７０歳代で増加幅が大きい。７０歳代においては、過去
５年平均比でみても大幅な増加である。

【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）
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全国 熊本市

年代別自殺者数



【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）
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• H27年を基点とした、年齢階級別自殺者数の増減比（（比較年－基準年）/基準年）で比較した。

• 男性では、１９歳以下の変動が激しく、女性では、若年層、６０歳以上の増加が見られる。

• また、３９歳以下では、女性の増加が顕著である。

男性 女性 39歳以下

年代別自殺者数（①若年層）
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学生・生徒等(学校種）

• 学生・生徒等は、令和元年以降、５人以上の自殺者が続いている。
• 令和3年のみ女子生徒の自殺が増加したが、それ以外は男子生徒の自殺が多い。

学生・生徒等(男女）

【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）

年代別自殺者数（①学生・生徒等）



【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）
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• ７０歳代は女性の自殺者数の増加が顕著。

• 男性は４０歳代、８０歳以上で増加しており、８０歳以上の過去５年平均比が高い。

熊本市（女性）、70歳代女性の原因・動機熊本市（男性）、80歳代男性の原因・動機

原因・動機 健康問題 家庭問題 経済・生活問題 不詳

人数※ 10人 1人 1人 1人

割合 76.9% 7.7% 7.7% 7.7%

原因・動機 健康問題 家庭問題 経済・生活問題 その他

人数※ 14人 3人 3人 2人

割合 63.6% 13.6% 13.6% 9.1%

年代別自殺者数（②高齢者）

※原因・動機に関しては、自殺者１人に対して４つまで計上可能なため、自殺者数の合計とは一致しない。



• 全国では、家庭問題、健康問題、経済・生活問題、勤務問題が増加。

• 熊本市では、全国と同様、家庭問題、健康問題、経済・生活問題、学校問題が増加。

• ③家庭問題、④経済・生活問題、⑤学校問題においては、過去５年平均比が特に高い。

【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日） 9

全国 熊本市

原因別自殺者数
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熊本市（男性） 熊本市（女性）

• 男性、女性ともに健康問題（特にうつ病）が最も多い。過去５年平均比では経済・生活問題、学校問題が高い。

• 女性は、健康問題以外に、家庭問題も多く、５年平均比でも高い。

【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）

原因別自殺者数（男女別）
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全国 熊本市

• 職業別では、全国とほぼ同じ傾向。

• 有職者が最も多いが、過去５年平均比では、⑥失業者の増加が顕著。

※有職者は、自営業・家族従業者＋被雇用者・勤め人

【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）

職業別自殺者数
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• 失業者の傾向を見ると、新型コロナ感染症の発生後より増加が顕著である。

【出典】厚労省自殺統計（居住地・発見日）

職業別自殺者数（⑥失業者）
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• 自殺未遂歴ありの自殺者数は、令和2年以降、30人前後で推移しており、自殺者の２５％程度は自殺未遂歴が
ある。
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自殺未遂歴の有無別自殺者数
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令和４年度 熊本市自殺対策連絡協議会 主な意見

こどもの自殺対策について
• いのちの電話には、こどもからの相談はほぼないのが現状。
• 今のこどもたちは電話することに関してハードルが高い。文字ツールなどで吸い上げていくこ

とは重要。
• 一般的に１割くらいのこどもに自傷の経験がある。学校に自傷の話が伝わっているのか懸念さ

れる。
• 自殺を防ぐ観点から「自分を大切に」というメッセージを送りがちだが、追い詰められたこど

もたちには伝わらない。

病院間での連携について
• 熊本医療センターでは、令和4年度、医師不足により（受け入れを制限したため）自殺関連症

例が前年比40％減となった。熊本医療センターで受入が減った年代で自殺者が増えている現状。
• 自殺未遂の患者が一般救急病院へ搬送された場合、初期評価や繋ぎが徹底されていないという

ことが考えられる。
• 一般病院と精神科病院が連携できるような研修会等の取り組みが必要。



2022年における熊本市の自殺者の特徴・考察
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① こども・若年層の増加・⑤学校問題

② 70歳代女性の増加

③ 女性の家庭問題

学生・生徒等の自殺の原因・動機としては、学校問題（成績不振や教師との関係等）があげられているものの、コロナ禍で生活
様式が変わり、周囲と十分にコミュニケーションをとることができず、悩みを抱えていたことも一因と考えられる。特に、発達
に課題を抱え、コミュニケーションを苦手とするこどもや若年層にとっては、対人関係を築けず自殺リスクが高まりやすいこと
も考えられるため、より一層、周囲の大人がこどものSOSに気づき、必要な支援に繋げられるスキルを身につける必要がある。
若年層の自殺の原因・動機としては、健康問題、特にうつ病の影響が最も多いものの、男女で原因が異なる傾向があり、それぞ
れに対応する必要がある。

７０歳代女性の自殺の原因・動機としては、病気の悩みが６割を占めている。その中でも身体の病気の悩みが最も多いことが特
徴として挙げられる。身体的疾患による身体的苦痛がうつ病発症のきっかけになることにも理解が必要である。患者の精神的な
変化はかかりつけ医が把握しやすいことからも、うつ病の早期発見・早期治療、また、必要に応じた専門医への繋ぎなど連携強
化が重要である。
新型コロナウイルス感染症への罹患を含め、コロナ禍で孤独感が増し、家庭不和、介護・看病疲れなどの可能性もある。孤立を
防ぐための相談機関の周知等が必要である。

女性の家庭問題では、夫婦間や親子間など家庭内の不和が半数以上を占める。コロナ禍での生活様式の変化による家庭内での負担
増にくわえ、人と人との交流機会の減少等が精神的なストレスに繋がった可能性があると考える。家庭内での問題を気軽に相談で
きる場の提供が必要である。



2022年における熊本市の自殺者の特徴・考察
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④ 経済・生活問題・⑥失業者の増加

⑦ 自殺未遂者対策

男性の経済・生活問題は、４０歳代、50歳代が多く、詳細な原因としては、負債、生活苦などが多い。
女性も男性と同様に負債や生活苦が多くなっており、物価高騰による経済的負担が影響していると考えられる。
失業者は、30歳代～40歳代の男性が多く、失業により社会とのつながりや生きがいを喪失し、自殺リスクが高まることが考えら
れる。
また、失業者の自殺の原因・動機としては、経済・生活問題が多く、失業をきっかけに経済・生活問題を抱えるケースもある。経
済・生活問題（特に負債）に関する悩みは、専門の相談機関に繋がることが重要であり、経済・生活問題に伴う気分の落ち込みや
ギャンブル、買い物等への依存については、精神的なケアが必要である。

熊本医療センターで受け入れた自殺関連症例は前年比４０％減少。受け入れが減った２０歳代～３０歳代で自殺者が増えている現
状がある。
熊本地震後には、精神科病院を自殺関連行動で初診した患者数と熊本県の自死数との逆相関が示唆されており、2022年も同様に、
熊本医療センターでの受入が減少したことで適切なフォローが入りづらくなり、既遂に至ったケースもあると考えられる。



２ 熊本市自殺総合対策計画の改定について
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計画策定の根拠・背景

◼自殺対策基本法の改正（平成28年4月1日施行）

◼自殺総合対策大綱の見直し（令和4年10月14日閣議決定）
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第１３条（略）
２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、当該市
町村の区域内における自殺対策についての計画を定めるものとする。

• 子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化
• 女性に対する支援の強化
• 地域自殺対策の取組強化
• 総合的な自殺対策の更なる推進・強化
• 自殺死亡率を先進諸国の現在の水準まで減少させることを目指し、令和8年までに平成27年比30％

以上減少させることを目標とする。※旧大綱の数値目標を継続
ことを掲げている。
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20
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●計画の期間

現：令和元年度から5年度までの5年間

新：令和6年度から10年度までの5年間

●目標
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誰も自殺に追い込まれることのない「支え合う熊本市」の実現を目指す

●基本理念

●計画の位置づけ

熊本市
自殺総合対策計画

熊本市自殺総合対策計画の概要

【目標】自殺死亡率を１２．０以下まで減少させる
（平成２７年水準から３０％減少）

※新たな自殺総合対策大綱では旧大綱の数値目標を継続



現状・課題

①こども、若者
• 小学生の自殺はないものの、学生・生徒等の

自殺は令和元年から年間5人以上である。
• SC、SSWへの相談でも、こどもの自傷、希死

念慮に関することがあがっている。
• 学校現場では、こどもの自殺リスクをアセス

メントすることが難しい。

②女性
• 令和３年から２年連続で女性の自殺者が増加。
• 令和４年は女性の自殺者が過去５年で最多と

なった。特に60歳代～70歳代女性の自殺が急
増。

• 女性の自殺の原因として、家庭問題および経
済・生活問題が増加。

③自殺未遂者
• 未遂歴のある自殺者の割合が全国の割合より

も高い。
• 未遂者支援事業については、連携医療機関が

少ない現状。
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重点対策

①こども、若者への対策
• こども局、教育委員会との連携を強化
• 若者版ゲートキーパー養成の拡充
• こどもに関わる支援者向け研修（ゲートキーパー養成含

む）の強化
• SOSの出し方に関する教育の推進
• SNSを活用したこころの悩み相談の継続および広報強化
• リスクを抱える者への支援の強化 等

②女性への対策
• ストレスチェックアプリ等を活用したメンタルヘルス対

策の普及啓発
• うつ病の早期発見・早期支援
• 妊娠相談、産後うつ等支援の継続
• 高齢者支援
• 相談先の周知・啓発 等

③自殺未遂者への対策
• 一般病院、救急病院と精神科病院が連携し、確実に医療

に繋がることができる体制づくりを推進
• 未遂者支援事業の拡充・啓発、再発の防止 等

熊本市の現状・課題と対策
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次期計画について

☐ 基本施策
（１）地域におけるネットワークの強化
（２）自殺対策を支える人材の育成
（３）市民への啓発と周知
（４）生きることの促進要因への支援

☐ 重点施策
（１）うつ病等対策
（２）高齢者対策
（３）生活困窮者対策
（４）勤務経営問題対策
（５）子ども・若者対策
（６）震災関連対策

☐ 関連施策
基本施策・重点施策以外で自殺対策に
つながる取組

現計画

（１）地域におけるネットワークの強化
（２）自殺対策を支える人材の育成
（３）市民への啓発と周知
（４）生きることの促進要因への支援
（５）うつ病等対策
（６）高齢者の自殺対策
（７）生活困窮者の自殺対策
（８）勤務・経営問題対策
（９）こども・若者の自殺対策
（１０）女性の自殺対策
（１１）自殺未遂者支援

（１２）関連施策

重点対策

次期計画

現状・課題をふまえ、次期計画の施策を以下のようにまとめる

他都市の先進事例を参考に検討



① 地域におけるネットワークの強化
② 自殺対策を支える人材の育成
③ 市民への啓発と周知
④ 生きることの促進要因への支援
⑤ うつ病等対策
⑥ 高齢者の自殺対策
⑦ 生活困窮者の自殺対策
⑧ 勤務・経営問題対策
⑨ こども・若者の自殺対策
⑩ 女性の自殺対策
⑪ 自殺未遂者支援
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第1章 計画の概要

第2章 熊本市の現状

第3章 自殺対策の取組

◆計画策定の趣旨
◆基本理念
◆計画の期間
◆数値目標
◆自殺対策の推進体制

◆熊本市の自殺者数と自殺死亡率の推移
◆性別・年齢階層別の状況
◆職業別の状況
◆原因・動機別の状況
◆自殺未遂歴の有無別の状況

次期熊本市自殺総合対策計画の概要
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スケジュール

時期 実施内容

令和５年 ６月 議会報告（策定方針）
第１回自殺対策連絡協議会

９月 第２回自殺対策連絡協議会

１０月 第２回自殺対策推進本部会議

１２月 議会報告（素案）
パブリックコメント実施

令和６年 １月 第３回自殺対策連絡協議会

２月 第３回自殺対策推進本部会議

３月 議会報告（最終案）
計画策定




